
公⾦債権に関する新潟県弁護⼠会の今後の取組について           2015.1.19 

 

新潟県弁護⼠会所属 

弁護⼠  佐 藤   充 

 

 

【⾃治体との連携について】 

 ⾃死問題等、様々な分野で連携  ⇒  さらに連携を深化したい 

⾏政連携「お品書き」の作成・配布 

お品書き ⇒ 弁護⼠会が⾏っている法教育、中⼩企業⽀援、DV 問題、⾼齢者・障がい者問題、

児童虐待などなど、既に⾏政機関と連携して活動している分野について、連携実績のある⾃治体名

を挙げながら分野別に分類し、かつ、網羅したリーフレット。 

 

 

【公⾦債権管理に関する取組】 

 本研修会を契機に積極的に取り組みたい。 

 ⼗分な打合せを⾏うなど、顔の⾒える関係作りが⼤切と考えている。 

 ・事例研究会、共同勉強会等の開催 

 ・講師派遣 

 ・債権の管理・回収 
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